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令和元年度建設工事施工統計調査（平成 30 年度実績） 

への協力依頼について 

 
 平素は本会の活動に対しまして、格段のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、標記につきまして、国土交通省より本会に対し周知・協力依頼がありま

した。 
本調査は、統計法に基づく基幹統計調査であり、毎年 7 月 1 日を調査日として

国土交通大臣の指定した約 11 万企業を対象に実施され、その結果は経済政策、

財政政策、建設行政等の基礎資料として幅広く利用されております。 
つきましては、地域建設業の実情を的確に施策に反映させるため、ご多用のと

ころ誠に恐縮ではございますが、本調査の趣旨をご理解いただき、本調査の実施

について格段のご協力がいただけますよう、貴会会員企業の皆様に周知方よろし

くお願い申し上げます。 
以上 

 
 
 
【添付資料】 
 ・令和元年度建設工事施工統計調査(平成 30 年度実績)への協力依頼について 
・建設工事施工統計調査について 

  ・建設工事施工統計調査報告(平成 29 年度実績(調査結果の概要・調査の概要)) 
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建設工事施工 
統計調査について 

建設工事施工統計調査とは？ 

建設業者が１年間に施工した完成工事高、就業者数、付加価値額等を
調査し、建設業の実態・活動内容を明らかにすることにより、各種の
経済・社会施策のための基礎資料を得るとともに、企業の経営方針策
定等における参考資料を提供することを目的としています。 

「統計法」(国の統計に関する基本的な法律)に基づいた基幹統計調査
で、全国約１１万の建設業者の方々を対象として毎年実施している調
査です。 

調査の目的は？ 

● 

● 

また、「統計法第１３条」では正確な基幹統計を作成するために、
調査に回答する義務（報告義務）が定められています。 

● 

結果はこのように利用されています 

国土交通白書等における分析・評価 

建設産業行政における各種施策の基礎データ 

そのほか、県民経済計算といった、地域の経済活動を表す重要な経済
指標の作成等、幅広く活用されています。 

● 

● 

● 

優良回答業者には大臣表彰が授与されます 

● ご協力いただいた建設業者さまの中から、毎年、国土交通大臣表彰
を行っています（平成30年度は89業者）。 


